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市議選 における党派別勢力

井 田 正 道

は じ め に

近年のわが国の政治学では選挙研究が活況を呈 しており,選 挙データの集

積と高度な統計的分析手法を駆使 した研究蓄積が着 々と進んでいる。 しか し,

活況を呈 しているのはあくまで国政選挙の研究であり,論 文数でみる限 り地

方選挙の学問的な注目度は低空状態が続いているといってよい。この注 目度

の温度差の原因については次の2点 が考えられる。第一は,選 挙の重要度の

違いである。アメリカで選挙研究が発達 したのは,何 よりも大統領選挙の研

究であり,大 統領選が最 も研究される第一の理由は,そ れがアメリカにとっ

て最 も重要度の高い選挙だからである。当然 日本では衆議院選挙が最 も研究

価値の高い選挙 ということになる。

第二は,研 究者が分析することができる世論調査データの有無にある。国

政選挙のデータに関しては研究者もローデータを使用できるいくつかの世論

調査データが存在 しているのに対 して,地 方選挙の関 しては,ア カデ ミック

な分析に適 う世論調査データはほとんどない。選挙研究の発展にとって世論

調査データの存在は必要不可欠であり,地 方選挙における研究者がローデー

タにアクセスできる世論調査データがほとん どないという現状は地方選挙研

究のインフラが未発達であることを意味する。その理由としては,選 挙の重

要度の他 に,国 政選挙と異なり地方選挙は各 自治体の独立 した選挙であるた
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め,多 数の選挙の中の一つの選挙の解明のために多額の資金を要する世論調

査は実施 しにくいという理由 もある。

しか し,選 挙研究に際 しては世論調査データ分析を用いた研究だけではな

く,地 域特性などのアグリゲー ト・データと選挙結果統計 との関連性の分析

という方法も存在する。そこで本研究では,ア グリゲー ト・データを使用 し

て全国の市議会議員選挙の分析をこころみる。分析の視点は,人 口,人 口密

度,第 一次産業比率,議 員定数などの地域的特徴と党派別議席率 ・得票率 と

の関連性の解明にある。

本研究においては,選 挙結果および議員定数に関するデータは地方自治総

合研究所 『全国首長名簿2003年 版』を使用するU)。分析の対象となった市

議選の実施時期は1999年 の統一地方選後から2003年 統一地方選までの期間

である。なお,市 町村合併により旧市町村の任期延長(在 任特例)や 一時的

な定数増(定 数特例)を 受けている自治体は分析から除外 し,ま た合併によ

り地域特性データが得られなかった市 も除外 した。本研究で分析の対象となっ

た市の総数は688市 である。

1.市 議会の党派別勢力図

1-1全 国の市議会における党派別勢力

か つ て シ ャ ッ トシ ュ ナ イ ダ ー(E.E.Schattschneider)が 『政 党 政 治 論 』

の 冒 頭 に お い て,現 代 デ モ ク ラ シー に お け る政 党 の 役 割 の 重 要 性 を主 張 し,

現 代 デ モ ク ラ シ ー で は政 党不 在 の デ モ ク ラ シ ー は 考 え られ な い(unthink-

able)と 述 べ た こ とは 政 治 学 者 の 間 で つ とに 知 られ て い る(2>。シ ャ ッ トシ ュ

ナ イ ダー の 記 述 は,わ が 国 で も国政 を み る限 り妥 当性 を 有 す るが,わ が 国 の

市 町 村 レベ ル の政 治 に 目を転 じる と,無 所 属 議 員 が過 半 数 を 占め る市 町 村 が

多 く,シ ャ ッ トシ ュ ナ イ ダー の言 葉 を借 用 す る とす れ ばunthinkableな 状
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態にある自治体 も少なくない。統一地方選挙における市区町村レベルの選挙

結果の時系列の変化を辿ると,首 長である市区町村長当選人のうち無所属候

補者が占め る割合 は,1959年 においては94.8%だ ったのが,2003年 には

99.7%と ほぼ全員にのぼり,い わば 「首長の無所属化」が進行 している。他

方,市 区町村議に占める無所属当選人の割合は,1959年 に84.9%だ ったの

がその後次第に減少 して1983年 に70.6%ま で低下 した。 しか し,そ の後上

昇 トレンドに転 じて2003年 統一地方選では74.0%に 達 している。すなわち,

統一地方選挙の結果においては,今 日では市区町村長のほとんどすべてが無

所属という状況にあり,市 区町村議員のおよそ4分 の3が 無所属議員という

状況にあるく:)。

図1に は,今 回分析の対象となった全国700弱 の市議選結果における当選

者全体に占める無所属当選人の比率の分布を示す。図1に 示すように,お よ

そ3分 の1の 市で無所属議員比率が8割 を超えており,ま た無所属議員比率

が7割 以上の議会が半数を超え,そ して無所属議員が半数以上を占める議会

が全体の8割 近 くに達 している。なかでも最 も多いのは無所属比率が8割 台

を占めている市の比率であり,そ れは全体のおよそ4分 の1を 占める。大半

の議員が政党に所属 している国政の現状 と比較す ると,市 レベルの政治は非
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政党政治 ともいえる状況にある。

それでは,大 半が政党に所属 している国会議員とは異な り,地 方議員のな

かで政党に属 さない者が多い理由は何であろうか。この問いに対する解答を

得るには,議 員に対 して直接調査を行うことが最 も適 している。さいわい,

比較的最近の調査 として,㈲ 東京市政調査会が1995年 に実施 した都市部の

市区議会議員アンケー ト調査において無所属である理由を問う質問項目が設

定されている。同調査の結果によると,無 所属議員が政党に所属 しない理由

として最 も多 く選択 した回答選択肢は 「地方政治に中央政治をもちこむ必要

性がない」であり,次 いで多かったのが 「政党の しがらみに縛られない方が

活動 しやすい」という回答選択肢であった。つまり,地 方政治は中央政治と

は性格に違いが存在 し,そ もそも政党政治になじまない性格を有するという

見解が議員たちに無所属を選択させているといえようω。 もっとも,こ の調

査は都市部の議員を対象としているため,農 村部の議員の意識は異なる可能

性 もあることを留意 しなければならない。

今回,分 析の対象となった700弱 の全国の市議選における党派別当選者数

を合計すると,党 派別議席数における第1党 は公明党(議 席率11,5%),第2

党は共産党(同10.0%)と なり,自 民党と民主党による2大 政党化が進行 し

つつある国政とはかなり異なる様相をみせている。公明 ・共産両党の市議会

における議席占有率は両党の国会におけるそれを上回っている。

その理由のひとつに国政選挙と市議選との選挙制度の違いを挙げることが

できる。小選挙区比例代表並立制が採用されている衆院選では6割 以上の議

員が小選挙区制で選出されるため,第3党 以下の政党にとって極めて不利な

制度である。すなわち,小 選挙区で議席を獲得することが難 しい公明 ・共産

にとって不利な制度といえる。また参院選はおよそ6割 の議員が都道府県単

位の選挙区選挙で選出されるが,そ の大半は1人 区と2人 区であり,こ れら

の制度 も支持率がさほど高 くない両党にとって不利である。それに対 して市
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議会議員選挙で採用されている選挙制度は定数分を同一選挙区で選出する大

選挙区制であ り,公 明 ・共産のような中小政党でも十分に議席獲得可能性が

ある。加えて,公 明党や共産党は他の諸政党に比 して組織力が強固であるた

め,他 党に比べて 「票読み」の正確性が高 く効率的ぢ議席獲得に必要な同一

選挙区内での 「票割 り」が行いやすいという利点 もある。

それに対 して,市 議選における民主党の弱さが目立つ。国政で自民党に次

ぐ勢力を抱え,近 年では2大 政党のfと もみなされることの多い民主党で

あるが,2003年 統一地方選後時点における全国の市議選での議席占有率は

わずか3.4%に すぎず,公 明,共 産,自 民に次 ぐ第4党 にとどまっている。

民主党の主要な支持基盤は労働組合であるが,55年 体制期から,社 会党や

民社党といった労組依存型政党は国政選挙に比 して地方選挙では弱い傾向が

認められた。国政選挙に比 して地方選挙では地縁 ・血縁や地域に密着 した政

治活動が票にむすびつ くため,企 業や役所などの職場組織にもとつ く選挙活

動は効果を発揮 しにくいという側面があり,そ のことが民主党にとって不利

に作用 しているといえよう。

なお,民 主党に限らず新党は一般に地方選に弱い傾向が認められる。例え

ば,1994年 末に,自 民党に対抗するべ く結成 された新進党は結党時点で国

政第2党 の地位を獲得 したに もかかわらず,翌1995年 の統一地方選におい

て道府県議選での議席率はわずか5%に とどま り,市 町村議選でのそれは

1%に も満たなかった⑤。 この結果は,中 央 レベルでの政党再編が地方 レベ

ルに即座に波及しないことを表 している。今回の研究で使用 した選挙結果統

計によると,国 政では議席数で大きく差が開いている民主党と社民党の議席

率に関して市議選ではわずか1ポ イン トの差にすぎない。換言すれば,国 政

ではもはや泡沫政党になった社民党も地方政界では地域によっては有力な勢

力を維持 しており,反 対に民主党は地方政治では泡沫政党に位置づけられる

地域 も多い。
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また,国 政では1955年 の結党以来,第 一党であり続けた自民党の市議選

での議席率は9.7ポ イントに過ぎず,公 明,共 産のそれを下回る。これは,

特に非都市部で保守系候補が自民党公認ではなく,無 所属 として出馬するこ

とが多いためである。ちなみに,全 国の市における自民党得票率 と無所属得

票率 との相関係数 は一.690で あり,負 の相関関係が認められる。すなわち,

自民党得票率の低い市 ほど無所属候補の得票率が高い傾向が明確に認められ

るのである。

1-2都 道府県別党派別勢力図

次に,市 議選結果を都道府県別に集計 し,都 道府県別の党派別勢力地図の

把握をこころみる。表1に は市議選における都道府県別の党派別議席率を示

すQ

無所属当選者の比率 に関 しては,全 国では6割 に達 しており,都 道府県別

にみると大半の県でそれは5割 を超えている。そ して,約 半数の県では無所

属議員比率が3分 の2を 超える。地域別にみて無所属比率がとりわけ高いの

は,山 梨,福 井,群 馬,鳥 取,島 根であり,こ れら5県 はいずれ も80ポ イ

ン トを超えている。それに対 して,無 所属比率が比較的低いのは,東 京,大

阪など大都市部を抱える都府県に多い。なお,無 所属比率が5割 を切ってい

るのは東京(26.0%),大 阪(37.3%),富 山(44 .7%),京 都(46.1%),神 奈

川(47.5%)の5都 府県にとどまる。

公明党の議席率は大阪,東 京など大都市部で比較的高 く,国 政選挙でみら

れる特徴 と同様に都市型政党であることがわかる。共産党は国政選挙と同様

に京都でとりわけ強いという特徴をもつが,全 体として公明党と同様に都市

型政党 といえる。公明党得票率 と共産党得票率 との相関係数は.465と なり,

ある程度の正の相関関係を示す。すなわち,公 明党得票率の高い市ほど共産

党得票率 も高い傾向がある。
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表1都 道府県別党派別議席率
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自民党議席率が高い県としては富山,石 川の2県 が挙げられる。 これらの

県は無所属の比率が周辺県に比して低 く,保 守系の候補者が自民党公認 とい

うかたちで政党化 しているために自民議員比率が高 くなっていると考えられ

る。同 じ北信越地方でも福井,新 潟,長 野では無所属比率が8割 前後にのぼ

り自民党比率は低いか皆無である。

民主党は議席率が2桁 に達する県は存在 しない。国政選挙においては民主

党の勢力が強い北海道においても市議の議席率は8.9%に とどまり,同 様に民

主党の牙城である愛知県でも議席率は公明,共 産,自 民を下回り,第4番 目

の勢力にすぎない。加えて,お よそ半数の県においては民主党の議席率は社

民党のそれを下回っており,1996年 の民主党結成に伴う社民党分裂 という野

党の政党再編が地方政治には波及 していない部分があることも散見される。

これは,衆 院選の選挙制度で小選挙区制が導入され,野 党間の再編が必然的

に行われたのに対 して,地 方選挙の選挙制度は従来通 りであったため,地 方

議員にとっては,政 党再編の必要性がさほどなかったことによる。なお,社 民

党は地域別に検討すると東北地方や九州地方で比較的強いという特徴がある。

以上のように,市 議選の党派別勢力は国政選挙とは大きく異なっており,

自民党と民主党という国政での2大 政党の勢力の弱さが目につ く。また,無

所属比率の高さか ら市議会では会派政治の側面が強 くなるという面もある。

2.地 域的特徴 と党派別得票率 ・議席率

2-1地 域的特徴と党派別得票率 ・議席率

次に,各 市の地域的特徴と党派別得票率との関係の分析により,各 党の得

票構造に関する検討をこころみる。国政選挙における市町村の地域特性と党

派別得票率 との関係については研究蓄積がある。かつて小林良彰は,各 選挙

区の地域特性に関 して主成分分析を行い,「都市一農村」 と 「活性一停滞」
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という軸を抽出 した。そ して,そ の後の研究でもほぼ同様の軸が抽出されて

いる。例えば,近 年の衆院選 ・参院選比例区得票率の分析を行った森正は,

自民党が 「都市+停 滞」地域に位置 し,民 主党は 「都市+活 性」地域に位置

していると述べている⑥。これらの研究において地域特性を析出するたあに

投入したデータは人口,人 口密度,高 齢者人口比率や産業別人 口比など社会

学的 ・人口学的データであった。

しか し,市 議選における党派別得票の分析を行うに当たっては,社 会学的 ・

人 口学的データのほかに議員定数や議員一人当たり人口というデータも変数

として取 り上げる必要があるのではないだろうか。その理由としては,ま ず

議員定数については,市 議選ではバ リエーションが大きい。ということは,

当選に必要 とされる最低得票率のハー ドルに関 して もバ リエーションが大き

いことを意味す る。特に中小政党にとっては当選ラインの低い定数の多い市

ほど候補者擁立に積極的になるということも想定可能である。

また,市 議選における議員一人当た り人口に関 してもバ リエーションが大

きく,い わゆる 「一票の格差」は国政選挙とは比べ ものにならないほど大き

い。議員一人当たり人口が少ない地域の方が,そ れが多い地域よりも 「議員一

有権者関係」が密になると想定され,議 員と有権者との距離は立候補者の党

は選択や投票行動にも影響を与えると考え られる。具体的には議員一有権者

関係が濃厚な地域のほうが,候 補者は政党のラベルが不要 となり,そ の結果,

無所属議員比率が高 くなると想定 されるω。

ここでは,地 域特性 という用語 とは別に地域的特徴という語を用いる。地

域的特徴には社会学的 ・人口学的要素だけではな く,議 員定数や議員一人当

た り人口といった制度的な要素 も含むものとする。ここでは,地 域的特徴を

表す変数 として,人 口,人 口密度,DID人 口比,高 齢者(65歳 以上)人 口

比率,第 一次産業比率,議 員定数,議 員一人当た り人口,の7変 数を投入 し

党派別得票率や党派別議席率 との関係を検討する。
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表2に は,地 域的特徴に関する7変 数と党派別得票率 との相関係数を示す。

以下,党 派別に相関係数を検討する。

(1)公 明党は人 口密度およびDID人 口比との間に強い正の相関関係があ

り,第 一次産業比率や高齢者比率 とある程度の負の相関関係が認められ

る。これ らの結果から公明党は都市部の密集地域に比較的強いというこ

とが推定される。

② 共産党は人 口密度およびDID人 口比とある程度の正の相関があり,

第一次産業比率および高齢者比率と弱い負の相関関係が存在する。公明

党とほぼ同様の傾向が認められるが,各 相関係数の値は公明党よりも低

く,公 明党ほど顕著な特徴はみとめられない。

(3)自 民党は7変 数の何れの項 目とも相関係数の絶対値が0.2を 下回って

お り,相 関がほとんど認められない。したが って,2変 量間の分析結果か

らは地域的特徴はほとんど自民党得票率を規定 していないと推定される。

(4)無 所属は第一次産業比率とある程度の正の相関関係があるが,人 口密

度やDID人 口比および人口などの項 目との間で負の相関関係にあり,

公明党と対照的な農村型を推測させる。

(5)民 主党はDID人 口比および人口などと弱い正の相関関係が認められ,

第一次産業比率 と弱い負の相関関係にあることから,や や都市型と推測

表2地 域的特徴と党派別得票率との相関係数

地域的特徴 公 明 共 産 自 民 無所属 民 主 社 民

定 数 .41E .216 .191 一569 .304 一 」50

人 目 .375 .202 .173 一516 .379 一
.175

人目密度 .683 ,436 .094 一622 .277 一
.33(

第 一 次
一

.610 一329 一
.005 .452 一

.203 .18E

DID .735 .449 一
.027

一 .630 .358 一
.273

高 齢 者 一 .523 一 .258 .123 .288 .027 .288

議員1人 .514 .260 」56 一589 .377 一
.219
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される。

(6)社 民党は人口密度やDID人 口比と弱い負の相関があ り,高 齢者比 と

は弱い正の相関が認められることから,や や農村型 と推測 される。

なお,後 に主成分分析によって地域的特徴の軸を抽出し,各 市の主成分得

点 と党派別得票率および議席率との相関分析を行 うことによって党派別の位

置づけをこころみる。

次に,地 域の都市化度を表す有力な指標であるDID人 口比を基準として

党派別議席率を検討する。表3に 示すように,市 議会で最大の勢力である無

所属当選人の比率は何れの区分においても最多であるが,DID人 口比が低

くなるにつれてそれは多 くなる傾向が認められる。すなわち,都 市化度の低

い市ほど無所属比率が高 くなる傾向がある。それに対 して,公 明,共 産,自

民,民 主の4党 は,DID人 口比が高 くなるにしたが って議席率 も高 くなる

傾向にあり,換 言すれば,都 市化するにつれて政党化する傾向が認められる。

ただ,例 外的に社民党 に関 しては,DID人 口比 との関係で明確な傾向が認

められない。

より詳細 に検討す ると,DID人 口比が50%以 上の全てのカテゴリ.一では

公明党が比較第一党の地位にあるのに対 して,20%以 上50%未 満の全ての

表3DID人 口比 と党派別議席率

DID人 口比 公 明 共 産 自 民 無所属 民 主 社 民

90-100% 18.9 15.0 14.4 39.2 7.4 1.9

80-90 14.4 ll.1 9.1 57.0 3.6 3.1

70-80 11.E 10ユ 9.7 61.8 3.3 2.3

60-70 10.3 9.2 73 68.E 1.7 2.1

50-6C 8.8 8.4 6.8 71.3 1.9 2.f

40-50 7.1 8L 5.9 74.2 0.9 3.1

30-40 6.3 7.6 5.2 78.4 0.6 2.0

20-3C 5.9 7.2 4.0 80.2 0.3 2.5

10-20 7.0 6.3 2.8 81.7 0.7 1.4
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カテゴリーでは共産党が第一党の位置にある。すなわち,公 明党のほうが共

産党に比 してより都市型のパターンを示 している。自民党に関しては,国 政

選挙では農村型政党であり,DID人 口比が低い地域 に強い傾向が通常の得

票パターンであるが,市 議選に関 しては都市部ほど議席占有率が高い傾向が

認められる。 これは,前 述のように,特 に農村部では保守系候補が自民党公

認候補としてではな く,無 所属で出馬する傾向が強いためである。

また,民 主党の議席率はDID人 口比が70%未 満の市では社民党のそれを

下回っており,都 市化度の低い地域では社民から民主へという政界再編がほ

とん ど発生 していないことを意味する。前述のようにこの事実は,90年 代

に発生 した政界再編が国政 レベルと地方政治レベルで様相が異なっているこ

とを表す。すなわち,政 界再編がとりわけ非都市部の地方議会への波及度が

限定的であることを表すとともに,国 政 レベルでは1997年 の新進党解党後,

第2党 の位置をキープしてきた民主党の足腰ρ脆弱性を表す。国政での政権

獲得を目指す民主党としては,地 方議会での勢力拡大が急務であるともいえ

よう。

2-2主 成 分 分 析

今までは地域的特徴を示す個々の項目と党派別得票率あるいは党派別議席

率 という2変 量間の関連性を検討 したが,続 いて多変量解析の手法を用いて

各党の得票構造をよりクリアにしてゆきたい。まず,人 口,人 口密度,DID

人口比,高 齢者人口比率,第 一次産業比率,議 員定数,議 員一人当たり人口,

の7変 数を投入 して主成分分析を行 った。分析の結果,2つ の成分が抽出さ

れた。表4に 示すように,第 一主成分の正の値が高い項 目は,議 員一人当た

り人 口,定 数,人 口,DID人 口比,人 口密度であり,負 の値が高い項 目と

して第一次産業比率 と高齢者人口比率がある。 これは従来の地域特性に関す

る軸で必ず抽出される 「都市一農村」の軸といえる。第二主成分に関 しては,
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表4地 域的特徴の主成分分析結果

成 分

1 2

定 数 .846 .453

人 目 .804 .553

人目密度 .672 一362

DID .779 一 .414

高 齢 者 一
.600 .502

第 一 次
一

.691 .460

議員一 人 .901 .394

因子抽出法:主 成分分析

負の値を示す項 目に人口密度とDID人 口比があり,そ の他の項 目は正の値

を示すことから,「分散一密集」 の軸と考える。なお,寄 与率は第一主成分

が59.1%,第2主 成分が20.4%で あった。

次 に,こ れ ら2つ の成分に関する各市の主成分得点 と各市における各党の

党派別得票率及び議席率との相関分析を行 った。そして,各 党および無所属

の得票率 と主成分得点 との相関係数をプロットしたのが図2,議 席率 と主成

分得点との相関係数をプロットしたのが図3で ある。

まず,図2で 各党得票率の軸上の位置に関 して検討する。第1主 成分の

「都市一農村」軸における各党の位置は,公 明党がもっとも都市型で民主党

および共産党はやや都市型,自 民党は若干都市型,社 民は若干農村型であり,

明確な農村型に無所属が位置する。第2主 成分に関 しては,公 明 ・共産が密

集地域に強 く,民 主 ・自民は分散地域にやや強い傾向が認められる。 これら

の分析結果か ら,公 明 ・共産は 「都市 ・密集型」であ り,民 主は 「都市 ・分

散型」,自 民は 「やや都市 ・分散型」 といえる。そして社民は 「やや農村 ・

やや分散型」,そ して無所属は 「農村型」 に位置する。 より詳細に検討する

と,公 明党と共産党はともに 「都市 ・密集型」に位置するが,公 明党は共産

党に比 してより典型的な 「都市 ・密集型」政党である。
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0.3

0.2◆ 自民 ◆民主

◆社民

0.1

分 無所 属

剃 ・ 一 ・5α0・ ・0.51.0

密 一〇」
集

◆共産
一〇.2

-0 .3◆ 公 明

一〇.4

農村 一 都市

図2得 票 率 と主 成 分 得 点 と の相 関

0.3

0.2

社 民 ◆ 自民
0.1

分 ◆無 所 属 ◆民 主

散0.O

rl・0-0.50・00・51・0

密 一 〇.1

集

一 〇.2

-0
.3◆ 共 産 ◆ 公 明

一〇
.4

農 村 一 都 市

図3議 席 率 と主 成 分 得 点 と の 相 関

図3に 示す党派別議席率と主成分得点との相関関係についても,ほ ぼ同様

の位置付けにある。各党の特徴を記述すると,公 明党と共産党は 「都市 ・密

集型」,民 主党 と自民党は 「都市 ・やや分散型」 に位置 し,無 所属は 「農村

型」の位置にある。また,社 民党に関 しては,「中間 ・やや分散型」といえる。
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このような各党の位置に関 して,自 民党が国政選挙の場合とは異な り,や

や都市型に位置 していることが目につく。 これは農村型の市では保守系の候

補者のほとんどが自民党公認候補としてではなく無所属で出馬 しているため

である。農村 コミュニティのもとでは,議 員の多 くは事実上,選 挙区内の特

定地域の代表者であ り,「候補者一有権者」関係はFacetoFaceの 密着 し

た関係であることが多い。 この事実は,「候補者一有権者」関係が緊密な地

域では選挙活動や議員活動を行うに当たって政党ラベルは不要であるばかり

でなく,と きに障害 ともなりうるということを示唆している。

む す び

本稿では,1999年 の統一地方選後か ら2003年 の統一地方選 までの期間に

実施された全国の市議選結果を概観 したうえで,選 挙結果と地域的特徴との

関連性について分析を行 った。 ここで得られた結果を次の3点 に絞って要約

して結びとしたい。

(1)国 政選挙や都道府県議会議員選挙 と比較すると,市 議会議員選挙当選

人には無所属の比率がひじょうに高い。今回,分 析の対象とした市のうちの

およそ3分 の1で 無所属議員比率は8割 を超えており,ま た無所属議員比率

が7割 以上の議会が半数を超え,そ して無所属議員が半数以上を占める議会

が8割 近 くに達 している。最 も多いのは無所属比率が8割 台を占めている市

であり,全 体の4分 の1を 占める。国政での政党政治の現状を考えると,市

レベルの政治はかなり異なった様相にある。なお,自 民党得票率 と無所属得

票率は負の相関関係にあ り,保 守系議員の政党化の度合いが,無 所属得票率

に強い影響を及ぼ している。また,国 政第2党 の民主党は市議 レベルでは全

体として勢力が弱い状態に置かれており,中 央における政界再編の地方政治

への波及は限定的である。
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(2)DID人 口比と党派別議席率 との関係を検討すると,無 所属議員の比

率はDID人 口比が低 くなるにつれて多 くなる傾向が認められる。換言すれ

ば,都 市化度の低い市ほど無所属比率は高 くなる傾向にある。都市化度の低

い地域ほど 「議員一有権者」関係は濃密であり,選 挙 での当選にとって政党

ラベルの必要性がないためと考えられる。それに対 して,公 明,共 産,自 民,

民主の4党 は,DID人 口比が高 くなるほど議席率 も高 くなる傾向にあり,

都市化するにつれて市議会議員が政党化する傾向が認 められる。

(3》地域的特徴に関して,人 口,人 口密度,DID人 口比,第 一次産業比

率,高 齢者人口比率,議 員定数 議員一人当たり人口,の7変 数を投入 して

主成分分析を行 った結果,第 一主成分として 「都市一農村」の軸が,第2主

成分として 「分散一密集」の軸が抽出された。全国の各市の主成分得点と党

派別得票率との相関分析を行 ったところ,公 明党 ・共産党はともに 「都市 ・

密集型」に位置 し,民 主党は 「都市 ・分散型」,自 民党は 「やや都市 ・分散

型」に位置する。 自民党は国政選挙で通常,農 村型に位置するが,市 議選で

は農村部の保守系議員が無所属で出馬す ることが多いことか ら,や や都市型

の位置にある。その他,社 民党は 「やや農村 ・やや分散型」に位置 し,無 所

属が 「農村型」に位置する。また,議 席率に関しても同様の方法で分析を行っ

たところ,公 明党,共 産党は 「都市 ・密集型」,民 主党 ・自民党は 「都市 ・

やや分散型」であり,無 所属は 「農村型」である。また,社 民党に関 しては,

「中間 ・やや分散型」であった。

なお,現 在行われている 「平成の大合併」により,市 は大規模化する傾向

にある。本研究における分析の中で,人 口規模 と無所属得票率との間に負の

相関関係が認められた(表2)。 この事実から推測すると,市 の大規模化は

市議会の政党化を促進する要因となりうる。 この点に関 しては,機 会を改め

て論 じたい。
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